	事業
	一定の営業目的のために有機的に結合した組織的一体としての財産

	法人格否認の法理
	①独立の法人格を持っている会社においても②その形式的独立性を貫くことが正義公平に反すると認められる場合に、③特定の事案解決のために会社の独立性を否定して、④その背後にある株主／社員とを同一視する法理

	株式
	①細分化された②均等な③割合的単位の形をとる④株式会社の社員たる地位

	自益権
	会社から経済的利益を受ける権利

	共益権
	会社の経営に参加する権利

	資本金
	会社の財産を確保するための基準となる一定の計算上の数額

	預合い
	発起人が①払込取扱機関から借入れをして②それを設立中の会社の預金に振り替えて払込みにあてるが、③この借入れを弁済するまでは会社の預金を引き出さないことを約束する行為

	見せ金
	発起人が①払込取扱機関以外の者から②借り入れた金銭を株式の払込みにあて、③会社の成立後にこれを引き出して借入金の返済にあてること

	経営判断原則
	取締役の経営判断が会社に損害を与える結果になっても、判断が誠実かつ合理的な範囲でなされた場合には注意義務違反とはならない法理

	直接損害
	会社が損害を受けたか否かに関わらず、第三者が直接に受けた損害

	間接損害
	一次的に会社に損害が生じ、二次的に第三者が受けた損害


商人資格の取得時期

Q自然人は開業準備段階でも商人といえるのか

※付属的商行為（503Ⅰ）は基本的商行為（501／502）が前提なら、開業準備行為は付属的商行為といえないが…
A開業準備行為は付属的商行為であり、自然人は商人資格を取得できる

　　①行為者の行動を全体として見れば、開業準備行為とその後の基本的商行為には計画的な関連性がある

　　②商法を適用することが当事者の合理的期待に適う

Q開業準備行為のどの段階で商人資格が取得されるのか

A営業の意思を相手方が認識するか、客観的に認識可能となったとき

　　①商人資格の取得時期を論ずる実益は、商法と民法の適用範囲を画する点にあり、相手方の利益と行為者の利益の調和を図るべき

登記未了の間の法律行為

Q商号変更や支配人就任などの登記がなされないまま、新商号や新支配人名で法律行為がなされた場合、その効果は誰に帰属するのか

※登記の消極的公示力（9Ⅰ）が適用されるなら、法律行為をなした個人に帰属されるが…
A9条1項の適用の問題ではなく、効果は商人（会社）に帰属する

　　①善意の第三者に対抗できないのは、商号変更／支配人就任という事実だけであり、商人の存在や同一性については対抗できる

名板貸人の責任――営業or事業を行うことの許諾

Q名板貸人が商号を使用して営業を行うことを許諾し、名板借人が名板貸人のなす営業と別業種の営業を行い、相手方が誤認した場合、名板貸人はその責任（14、会9）を負うのか

A特段の事情のない限り、商号使用の許諾を受けた者の営業／事業と、商号使用を許諾した者との営業／事業が同種であることが必要

　　①14条／会9条の趣旨は、名板貸人を営業主体と誤認して名板借人と取引した相手方を保護して取引の安全を図ることにある

　　②商号は、社会的には営業／事業の同一性を表示し、信用の標的となる機能を営む

名板貸人の責任――不法行為による損害賠償債務

Q名板貸人は名板借人の営業活動上生じた不法行為について名板貸人の責任（14、会9）を負うのか

※名板貸人は「取引によって生じた債務」について責任を負うが…

A不法行為による損害賠償債務については原則として責任を負わないが、取引的不法行為による損害賠償債務については責任を負う

　　①14条／会9条の趣旨は、名板貸人を営業主体と誤認して名板借人と取引した相手方を保護して取引の安全を図ることにある

　　②不法行為の場合は、相手方の誤認と損害発生との間に因果関係はない

　　③取引の外形をもつ不法行為については、相手方の誤認による損害が生じうる

支配人の意義

Q支配人（20、21、会10、会11）とはいかなる者をいうのか

A商人／会社に代わって、その営業／事業に関する一切の裁判上裁判外の行為をする権限を有する商業使用人をいう（実質説）

　　①商法上の商業使用人の種類は、営業主より与えられた代理権の範囲により区別されている

表見支配人における営業所の意義

Q表見支配人の成立要件たる「営業所」「支店」（24、会13）とはいなかるものをいうのか

A営業所／支店としての実質をそなえたものをいう

　　①支配人（20）とは、営業に関する包括代理権を与えられた者をいう

　　②営業所としての実質を備えないところに包括的代理権を与えられた本来の支配人が存在することはあり得ない

504条但書の解釈

Q相手方が本人のためにすることを知らずand知りえなかった場合、代理人に履行を請求することができるが、この場合の本人＋代理人との法律関係はどうなるのか

A相手方と本人、相手方と代理人の間に法律関係が成立し、相手方はいずれかを選択して請求できる

　　①本人から相手方に請求があった場合に、相手方に不測の損害を被らないよう、代理人に対する抗弁を認める必要がある

　　②相手方の選択により本人or代理人がそれぞれ債権者的地位＋債務者的地位に立つので、関係者の妥当な利害調整を果たせる

保証人の連帯

Q保証が商行為のときは債務者と保証人の連帯が認められる（511Ⅱ）が、債権者にとって保証が商行為である場合にも「保証が商行為のとき」に該当するのか

A保証する行為が商行為（保証人のために商行為）の場合に限られる

　　①多数債務者間の連帯を定めた511条1項との均衡
　　②511条2項の目的は商事保証の信用を高める点にあり、商人が保証する場合だけを対象にすれば十分

526条の適用範囲

Q526条（目的物の通知検査義務）は不特定物の売買にも適用されるのか

※526条の文言は瑕疵担保責任における特則を定めているようにも見えるが…
A不特定物の場合にも適用され、債務不履行責任を追及する前提としても526条の要件を充たす必要がある

　　①526条の趣旨は、商人である買主が売買の専門家であることを考慮して、売主が長期間不安定な地位に置かれないよう売主の利益を保護する点にあり、この理は不特定物の売買の際にも妥当する

　　②商事売買の目的物は不特定物であることが多く、特定物に限定すると526条の趣旨を没却する

問屋のする売買の効果帰属――相手方の債務不履行

Q問屋のする売買について相手方に債務不履行があった場合、問屋は履行担保義務（553）を負担せずとも全損害を相手方に賠償請求できるのか

※経済的効果は委託者に帰属し、法的効果が帰属する問屋の損害は手数料程度だが…
Aできる

　　①委託者は問屋の相手方に対して直接の債権関係がないから、何ら請求はできない

　　②債務不履行に基づく損害賠償請求権は、契約に定める債務の履行に代わるものである

問屋のする売買の効果帰属――問屋の破産

Q委託の実行として問屋が取得した権利を委託者に移転する前に問屋が破産手続開始決定を受けた場合、委託者は取戻権（破62）を行使できるのか

※委託者には経済的効果しか帰属せず法的効果は帰属しないが…

A取戻権を行使できる

　　①問屋は委託者の計算で行為し、権利は経済的には委託者に帰属しているのだから、委託者を救済する必要があり、問屋の債権者は委託の実行として取得された権利についてまで一般的担保として期待すべきでない

　　②代理規定の準用を定めた552条2項は、問屋の債権者と委託者の間にも適用があると解すべき

運送人の損害賠償責任――高価品に関する特則

Q運送品が高価品であることについて明告はなかったが、運送品は高価品と知り、過失により運送品を毀損した場合にも578条の免責はあるのか

A普通の運送品としての必要な注意を怠った限り高価品としての損害賠償責任を負う

　　①578条の趣旨は、高価品の明告を受ければ特別の注意を払うのに、その機会のないまま多額の損害賠償責任を負担するという不合理な結果を回避する点にある

　　②運送人が高価品であることを知っている場合には、高価品としての損害賠償責任を負わせても不意打ちにはならない

　　③効果品としての割増運賃を受け取っていない以上、高度の注意義務を課すことはできない

運送人の損害賠償責任――不法行為責任

Q運送人の損害賠償に関する特則は不法行為責任を負う場合にも適用されるのか

A適用される

　　①債務不履行責任と不法行為責任は要件と効果が異なる以上併存し、請求権は競合する

　　②特則が不法行為責任に適用されないとすると、特則の存在意義がなくなる
貨物引換証――文言性と有因性の関係

Q運送品の授受のない空券の場合や授受はあるが品違いの場合、貨物引換証の所持人は572条により記載文言通りの引渡請求を運送人になすことはできるか

※貨物引換証は運送契約上の権利を表章する有因証券でもあるが…
A空券の場合は貨物引換証は無効であり所持人は運送人に対して不法行為責任のみを問える。品違いの場合は記載どおりの義務が運送人に発生し債務不履行責任を問える

　　①文言性と有因性が矛盾する場合であり、具体的事情に沿って、どちらを優先させるのか判断すべき

　　②空券の場合は、運送品の授受がない以上、有因性が強調されるべき

　　③品違いの場合は、運送品の授受がある以上、有因性は充たされており、文言性が強調されるべき

貨物引換証――引渡証券性の法的性質

Q貨物引換証の引渡しは、なぜ運送品の占有を移転するのと同一の効力を有するのか（575）

A証券の所持は運送品の間接占有を代表し、民法の手続（指図による占有移転）を要せずして間接占有を移転する効力を有する（代表説）

　　①運送品は運送人が直接占有しているが、証券所持人は引渡請求権をもつことで運送品を間接占有している

　　②指図による占有移転（民184）を要求すると575条が空文化する

定款の目的による制限

Q会社の権利能力は定款に定めた目的（27Ⅰ・576Ⅰ）に制限されるか？

A民法34条は会社法上の会社にも類推適用され、制限を受ける。

　　①法人は社会的有用な一定の目的のために権利義務の主体たる地位を認められたもの

　　②特定の目的を中心に結集した社員の利益も考慮すべき

A「目的の範囲内」とは、定款記載の目的自体だけでなく、目的遂行に必要な行為を含み、目的遂行に必要かどうかは客観的・抽象的に判断すべき

　　①社会的活動の主体として存在する以上、社員の利益を害さない範囲で広く活動することを認めるべき

②取引の安全を図るべき

法人格否認の法理
Q独立の法人格を持っている会社においても、その形式的独立性を貫くことが正義公平に反すると認められる場合には、特定の事案解決のために会社の独立性を否定して、その背後にある株主／社員とを同一視することができるのか
※会社は法人であり（3）、会社と社員は別個の人格であるが…
A法人格が全くの形骸化に過ぎない場合／法律の適用回避のために濫用される場合には、認められる（民1Ⅲ）

　　①法人格付与は、会社が社会的経済上有用な団体であり、権利能力を認めることが国民経済上有益という価値判断に基づくものである

A 形骸化といえるには、法人格が株主や社員の道具として支配され、会社と社員個人の業務や財産が混同し／会社法上の運営に関する法定手続が遵守されていないことが必要

A濫用といえるには、法人格が株主や社員の道具として支配され、支配者が違法不当な目的を有していることが必要

一人会社の成否

Q一人会社を認めることはできるのか

※社団は復数人の結合体であるが…
A認められる

　　①社員の持分譲渡により複数になる可能性があり、潜在的には社団といえる

　　②持分会社においても、社員が1人になったことは解散事由ではない（471・641Ⅳ）

見せ金

Q発起人が払込取扱機関以外から借り入れた金銭を株式の払込みにあて、会社の成立後にこれを引き出して借入金の返済にあてた場合、このような払い込みは効力を有するのか

※現実に金銭の払込みがあり、形式的には有効だが…（取締役の任務懈怠責任を負うのみか…）
A無効

　　①実質的には当初から仕組んだ仮装の払込みにすぎず、預合いの潜脱行為にすぎない

A【1】借金返済までの期間【2】払込金が資金として運用された事実【3】返済の資金関係に及ぼす影響など、客観的事情を総合し、当初から実質的に会社の資金とする意図がなく、単に払込みの外形を装ったに過ぎないのかどうか判断すべき

設立中の会社の意義

Q設立段階における法律関係は、成立後の会社にどのように引き継がれるのか

※登記前の会社は権利能力を有しない（49）以上、発起人の取得負担した権利義務は形式的には発起人に帰属するが…
A設立中の会社のすべての法律関係は当然、成立した会社に帰属する

　　①登記前でも設立中の会社としての実体はある

　　②設立中の会社は会社成立を目的とする権利能力なき社団であり、発起人は実質的な機関といえる

　　③発起人が取得負担した権利義務は実質的に設立中の会社に帰属する

　　④設立中の会社が成長発展し権利能力を付与されて完全な会社となるから、設立中の会社と成立後の会社は実質的には同一の存在といえる（同一性説）

設立中の会社の発起人の権限

Q設立中の会社の発起人の権限はどこまで及ぶのか

A会社の設立を直接目的とする行為、会社の設立にとって事実上経済上必要な行為は含まれるが、開業準備行為（成立後の事業の準備行為）は法定の条件をみたした財産引受け（28②）以外は権限に含まれない

　　①厳格な設立規制の立法趣旨は発起人の権限濫用による成立後の会社の債務負担の増大の防止にある

　　②財産引受け（28②）はその必要性から法が例外として認めたもの

　　③設立中の会社の目的は会社の成立であり、設立中の会社の実質的機関である発起人の権限は会社設立に必要な行為となるが、設立に必要とはいえない事業行為と開業準備行為の区別は現実的に困難
定款に記載のない財産引受けの効力

Q定款に記載のない財産引受けを成立後の会社は追認できるのか

※「定款に記載しなければ、その効力を生じない」（28）とあるが…
A法定要件をみたさない以上、絶対無効であり追認の余地はなく、無効主張は会社も相手方もできる

　　①厳格な設立規制の立法趣旨は発起人の権限濫用による成立後の会社の債務負担の増大の防止にある

　　②財産引受け（28Ⅱ）はその必要性から厳格な要件のもとで例外として認めたものにすぎない

　　③財産引受けなどの開業準備行為は発起人の権限外の行為であり、権利義務は形式的にも実質的にも設立中の会社には帰属しない

　　④追認を肯定するのは厳格な規制を課した法の趣旨に反する

設立費用の帰属

Q未履行の設立費用に関する債務はだれに帰属するか

A全額会社の債務となり、定款に記載がない分については会社から発起人に請求できる

　　①会社設立に必要な行為である設立費用の負担は発起人の権限内なので、実質的に設立中の会社が負担する債務となり、成立と同時に成立後の会社に帰属する

　　②設立費用に関する法の規制は、会社と発起人間の内部負担を定めるものにすぎない

★判例★法定要件をみたす限度で会社に帰属する（会社発起人分担説）

　　①会社の内部事情に左右され、第三者保護に欠ける

　　②債務総額が定款記載額を超える場合にどの債務がどの範囲で会社に帰属するか不明確

株主優待制度

Q一定数の株式を保有する株主に対して優待券や割引券を交付することは株主平等原則（109Ⅰ）に反しないのか

※営業上のサービスであっても株主としての地位に基づくものであり、平等原則の適用はあるが…

A株主平等原則には反しない

　　①109条2項から、公開会社における株主の個性に着目した別異取り扱いは、株主平等原則に反する

　　②単元株制度が認められている（188）などが認められているように、株主平等原則は、株式数に比例した取り扱いでなくとも、株式保有数に着目した合理的な別異取り扱いを許容している

　　③株主優待制度は、株式数に着目し、安定株主の創出や投資促進など合理的な理由がある

株主に対する金銭贈与

Q一般株主に対して無配としながら、特定の大株主に金銭を贈与した場合には、本件贈与は有効なのか

A無配による投資上の損失を填補するものであれば、株主平等原則（109Ⅰ）に反して贈与契約は無効

　　①損失補填を意味するものであれば、大株主のみを優遇して利益を与えたといえる

株券の効力発生時期

Q株券の効力が発生する時期はいつなのか

A会社が216条所定の形式を具備した株券を作成して、株主に交付したときに発生する

　　①作成によって効力が発生するとすれば、作成後交付前の株券の紛失や盗難などがあった場合に第三者の善意取得を認めることとなり、帰責事由ない株主が不合理な損害をこうむることになる

A作成後交付前に差押え／紛失盗難があっても、株券を取得した第三者は紙切れを取得したに過ぎず、会社に過失があれば不法行為責任を追及し、譲渡人に対して契約責任を追及するほかない

A株券に対する強制執行ができなくとも、株券交付請求権を差し押え、執行官に株券を引き渡すよう請求できる

株券発行前の譲渡

Q株券発行前の譲渡は「会社に対して効力を生じない」（128Ⅱ）が、当事者間でも効力を生じないのか

A128条2項は、株券発行前にも128条1項の適用があることを注意的に規定したものであり、株券の交付がない限り、当事者間においては債権的効力を発生させるのみである（128Ⅰ）

　　①128条2項を、会社に対する対抗要件を規定したものに過ぎないとすると、株式という一つの権利に対して、意思表示だけで移転できる場合と株券の交付を必要とする場合の二つの権利移転要件が混在することとなり、法律関係を錯綜させて株券の流通を阻害するおそれがある

Q会社が株券の発行を遅滞している場合にも、株券発行前の意思表示による株式の譲渡は「会社に対して効力を生じない」（128Ⅱ）のか

A会社側が不当に株券発行を遅滞しながら株式譲渡の効力を否定するのは信義則に反して許されず、この場合は、当事者間においても意思表示による株式の譲渡が可能と考えるべき

　　①株券発行会社は、株券発効日以後、遅滞なく株券を発行する義務を負っている（215Ⅰ）

　　②128条2項の趣旨は、株券が遅滞なく発行されることを前提として、その発行が円滑かつ正確に行われるようにする点にある

　　③128条1項2項を形式的に適用すると、株主の投下資本回収が不当に侵害されるおそれがある

株式譲渡自由の原則の例外（定款による制限）

Q譲渡による株式の取得について株式会社の承認を要することが定款に定められているにもかかわらず（107、108）、株主総会や取締役会の承認（139）がなされずに譲渡が行われた場合、この譲渡は当事者間で効力を有するのか

A会社に対する関係では無効であり、会社は株式取得者からの株主名簿書換請求を拒むことができる（134）が、当事者間においては有効

　　①譲渡制限の趣旨は、もっぱら会社に好ましくない者が株主になることを防止することにあるので、会社に対して不効力とすれば足りる

　　②「株式取得者」の承認請求や買取請求が認められており（137Ⅰ、138②）、法は承認前の譲渡が当事者間では有効であることを前提としている

Q会社に対する関係で譲渡が無効とされた場合でも、会社は譲渡人をなお株主として取り扱わなければならないのか

※譲渡制限の趣旨からすれば、譲渡無効の効力は、会社と譲受人の間にのみ及び、譲渡人には及ばないが…

※会社は名義書換未了の譲受人に対しては会社の危険において株主権を行使させることができるが…

A会社は譲渡人を株主として取り扱う義務がある

　　①会社が譲渡人を株主として取り扱わないと、株主権を行使する地位に空白が生じてしまう

　　②譲渡人に株主権を行使させるか否かの裁量権を会社に与えると濫用のおそれがある

　　③名義書換は対抗要件の問題であって、譲渡の有効性が問われるものではない

株式譲渡自由の原則の例外（会社と株主の契約による制限）
Q会社と株主の間の契約による譲渡制限は有効か

※契約による譲渡制限は、127条／107条1項1号／108条1項4号の脱法的手段ともいえるが…

A会社が契約当事者であっても公序良俗に反しない限り有効だが、株主による資本投下の回収の機会を不当に制約するものは法で定めた譲渡制限株式制度の趣旨を不当に没却するものとして無効となる

　　①会社が当事者であっても契約自由の原則が妥当する

　　②個別の同意を必要とするので、個々の株主が不測の損害を被ることはない

　　③契約は第三者を拘束せず、株主が契約に反して第三者に譲渡しても、物権的に当該譲渡は有効となるから、取引の安全を害することもない

　　④株式の譲渡は、投下資本の回収手段として極めて重要な意味を持ち、法はそれを考慮して譲渡制限株式を制度化している

名義書換え未了の株式譲受人の地位

Q名義書換え未了の株式譲受人を会社の側から株主と認めることはできるのか

A名義書換えのない譲受人を会社が株主として取り扱うことはできる

　　①130条1項は「対抗することができない」とあり、名義書換えは会社に対する対抗要件に過ぎない
　　②株主名簿制度は、事務処理の画一化という会社の便宜のための制度であり、免責力を受けずに自己の危険で譲受人を株主として取り扱うことを妨げるものではない

名義書換えの不当拒絶

Q会社が名義書換えを不当に拒絶した場合、請求者は書換えなしに株主であることを主張できるか

A会社が名義書換えのないことを理由として譲渡を否定することは信義則に反して許されず、株式譲受人を株主として取り扱わなければならない

　　①株主名簿制度は事務処理の画一化という会社の便宜のための制度であり、不当に書換を拒絶しながら譲受人の権利行使を拒絶することは信義則に反する

　　②名簿書換えによる免責力は、会社が正当に名義書換えに応じることを前提とするものであり、不当に拒絶した場合には会社に免責力を認める実質的基礎がない
失念株

Q株主名簿の名義人である譲渡人が新株の引受けと払込みをした場合、名義書換えを失念していた譲受人は、譲り渡し人に対していかなる主張をすることができるのか

A譲受人は譲渡人に対して、新株引受けによって得た利益（払込金額と発行直後の株価の差額）を不当利得として返還するよう請求できる

　　①会社が譲渡人に新株を割り当てることは正当（130Ⅰ）としても、当然に譲渡当事者間においても譲渡人が新株引受権の実質的権利者となるわけではない

　　②具体的な新株を引き受ける権利は独立の権利だが株主たる資格に基づく一種の支分権であり、特約のない限り、当事者間においては株主権の移転とともに譲受人に移転する

　　③譲渡人は増資含みの高値譲渡と募集株式の割当ての二重のプレミアを利得し公平を欠く

④新株引受権は名義株主である譲渡人しか行使できず、新株の引受けや払込みは譲渡人の意思と資金でなされるものである以上、新株それ自体は譲渡人に帰属するといわざるを得ない

「特に有利な金額」の意義

Q「特に有利な金額」とはなにか（199Ⅲ）

A公正な価額と比較して特に低い金額

Q何が公正な価額なのか

A新株発行により企図される資金調達の目的が達せられる限度で、既存株主にとりもっとも有利な価格をいう

　　①既存株主の利益を害さないためには、旧株の時価と等しくする必要がある

　　②払込金額決定時から払込期日まで株価が下落する可能性を考えると、決定時の時価では新株を消化して資金調達を達成できないおそれがある

　　③既存株主の利益と、資金調達実現という利益との調和を図るべき

→市場価格があれば、それを基準に、会社の収益状態、配当状況、市況の動向などを勘案

→市場価格がなければ、会社の資産や収益状態、配当状況を基礎に、類似会社株の市場価格などを勘案

「著しく不公正な方法」の判断方法

Qどのような場合が「著しく不公正」（210）にあたるのか

A資金調達の目的があっても、主要な目的が会社の支配権の維持強化である場合には著しく不公正な方法にあたる

　　①休眠会社でもない限り資金需要は大なり小なり存在するから、資金調達の必要性だけを判断基準にできない

　　②取締役を選ぶのは株主であり、執行機関にすぎない取締役が経営支配権の帰属を決定することはできない
A主要目的が支配権の維持強化であっても、株主全体の利益保護の観点から新株発行を正当化する特段の事情がある場合（買収者が真摯に合理的な経営を目指すものではなく会社に回復しがたい損害を与える場合）には、著しく不公正な方法とはいえず、新株発行は有効

　　①会社を食い者にしようとする濫用目的の株主は保護に値しない
取締役会決議・株主総会特別決議を欠く新株発行の効力

Q公開会社において、取締役会決議（199Ⅱ、201Ⅰ）を欠く新株発行／株主総会の特別決議を欠く第三者に対する有利発行（199Ⅲ、309Ⅱ⑤）は無効原因となるのか

A無効原因とはならず有効である

　　①新株発行は組織法上の行為とはいえ、公開会社においては、資金調達の便宜のために授権資本制度が採用されており（37、201Ⅰ）、新株発行を業務執行に準ずるものとして取り扱われているといえる

　　②公開会社における株式は転々流通することが予定され、流出した株式を事後的に無効にすると決済に混乱を生じさせるおそれがあるため、会社の内部的要件よりも、取引の安全や法的安定を重視すべきである

　　③公開会社については株主の新株引受権は当然に認められず、原則として持株比率的利益は重視されていない

　　④株主の経済的利益は、役員の損害賠償責任（423、429）や、有利発行における引受人の差額支払責任（212Ⅰ①）で保護できる

著しく不公正な方法による新株発行の効力

Q著しく不公正な方法（210）で新株が発行された場合、その発行は無効原因となるのか

A無効原因とならず有効である

　　①公開会社における株式は転々流通することが予定され、流出した株式を事後的に無効にすると決済に混乱を生じさせるおそれがあるため、取引の安全や法的安定を重視すべきである

　　②著しく不公正か否かの判断基準は明確性を欠く
　　③公開会社については株主の新株引受権は当然に認められず、原則として持株比率的利益は重視されていない

　　④新株発行は会社と取引関係のある第三者を含め広い範囲の法律関係に影響を与える可能性があるから、その効力は画一的に判断する必要がある

差止請求を無視してなされた新株発行の効力

Q差止請求を無視した新株発行は無効か

A裁判外の請求ならば有効だが、差止めの仮処分や判決に違反した場合は無効

　　①裁判外の場合は濫訴も予想される

　　②仮処分や判決に違反する場合に有効とすると、裁判による法秩序維持という司法制度の目的、株主保護のために差止請求を認めた法の趣旨に反する

募集事項の公示を欠く新株発行

Q公開会社において募集事項の通知・公告（201ⅢⅣ）を怠った新株発行は無効か

A原則として無効だが、会社が差止事由のないことを立証した場合には有効となる

　　①株主に差止請求権を行使する機会を与えるという通知公告制度の趣旨を重視すべき

　　②他に瑕疵がなく、通知公告がなされても差止めが認められなかったであろう場合にまで無効とするのは、手段に過ぎない公示を絶対視するものであり行き過ぎ

株主総会の代理人資格を株主に限定する定款規定の効力

Q議決権行使の代理人資格を制限する定款の定めは310条1項に違反しないか

A代理人資格を制限する合理的理由が認められ、議決権行使の機会を実質的に奪わない相当程度の制限であれば有効

　　①310条1項を、定款自治を完全に否定する規定と解釈することはできない

Q代理人資格を株主に限る定款の定めは有効か

A原則として有効であるが、例外的に、株主総会が撹乱されるおそれがない場合や議決権行使の機会が実質的に奪われる場合には定款の効力が及ばないと考えられる

①株主以外の第三者により総会が撹乱され、株主が自己の意思を経営に十分反映できないおそれがあるから、代理人資格を制限する合理的理由はある

②代理人資格を株主に限ることは、通常は議決権行使の機会を奪うものではなく、制限方法も相当といえる

提訴期間経過後の取消事由の追加

Q株主総会決議の取消訴訟を提起した後、決議の日から3カ月を経過して（831Ⅰ）、取消事由を追加することは許されるのか

※取消事由が異なっても訴訟物は1つであるから、時機に遅れない限り、攻撃方法として提出可能だが…
A提訴期間経過後の取消事由の追加は831条1項により認められない

　　①株主総会決議はたとえ瑕疵があっても取り消されるまでは有効なものとして扱われ、会社の業務は当該決議を基礎に執行されるものであるから、提訴期間を制限した趣旨は、瑕疵ある決議の効力を早期に安定させるという点にある

　　②取消事由の追加主張を無制限に認めると、会社は当該決議の効力について見通しをもって業務を執行することができなくなり、早期の法的安定性確保を図る法の趣旨を没却する

他人に対する招集手続の瑕疵

Q他の株主に対する招集通知（299）漏れを理由として決議取消しの訴えは提起できるか

※招集通知は自己の出席の機会と準備を与える手段にすぎないともいえるが…
Aできる

①招集手続に瑕疵がある場合の決議取消の訴えは、手続の瑕疵それ自体に対する非難というより、手続の瑕疵により公正な決議の成立が妨げられたかもしれないという意味で抗議を認める制度である

②自己に対する招集手続に瑕疵がなくとも、決議の公正については利害関係を有している

③831条1項柱書前段が単に「株主」と規定するにすぎず、株主は取締役と同様に会社の機関として弊害防止の役割が期待されている

監査役の兼任禁止――顧問弁護士

Q顧問弁護士は「使用人」（335Ⅱ）として、監査役を兼任できないのか

Aあたらない

　　①使用人との兼任を禁止した目的は、使用人は取締役の業務執行に従属する地位にあり、監査役の公正性や独立性を確保できないためである

　　②弁護士は強力な職業倫理に裏打ちされた特殊な職能と責任をもち、顧問先であっても業務執行の従属する危険性はない

善管注意義務と忠実義務の関係

Q善管注意義務（330、民644）と忠実義務（355）はどのような関係にあるのか

A忠実義務は、善管注意義務を具体的かつ注意的に規定したものであり、両者は内容において異ならない

競業取引――自己または第三者の「ために」の意味

Q356条1項1号の「ために」の意味は

A名義に関わらず「計算において」を意味する

　　①競業取引規制の趣旨は、取締役がその地位によって得た情報や営業上の機会を利用し、会社が利得できるはずの取引の機会を奪って会社の利益を害するという危険性を未然に防止する点にある

　　②法律上の権利義務の帰属ではなく、経済上の利益の帰属が重要
競業取引――「会社の事業の部類に属する取引」の意味

Q356条1項1号の「会社の事業の部類に属する取引」の意味は

A会社の事業の目的である取引でなくとも、それと同種または類似する取引であって会社が実際に行う事業と市場において取引が競合し、会社と取締役の間で利益衝突のおそれがある取引であれば足り、廃業事業は含まないが、一時休止事業や開業準備に着手している事業は含む

　　①競業取引規制の趣旨は、取締役がその地位によって得た情報や営業上の機会を利用し、会社が利得できるはずの取引の機会を奪って会社の利益を害するという危険性を未然に防止する点にある

利益相反取引――違反行為の私法上の効力

Q取締役会の承認なしになされた利益相反取引の効力は（356Ⅰ②③・365Ⅰ）

A会社は当該取締役に無効主張できるが、第三者に対しては承認のないことにつき悪意を立証できる場合に限り無効主張できる（相対的無効説）

　　①利益相反取引規制の趣旨は、取締役がその地位を利用して自己や第三者の利益を図り、会社に不測の損害を被らせるという危険性を防止する点にある

　　②承認を受けずにした行為は一種の無権代理として無効となることが予定されている（356Ⅱ反対解釈、民108）

　　②承認の有無は第三者に明らかではなく、取引の安全保護との調整を図る必要がある

取締役の報酬と退職慰労金

Q退職慰労金は361条1項の「報酬等」にあたるか

※退職後に支給されるので当該取締役は金額の決定には参加しないが…
Aあたる

　　①報酬規制の趣旨は、取締役会で自己や同僚の報酬を定めることによるお手盛りを防止する点にある

　　②残存取締役が自己の退職時に慰労金額が有利になるよう先例や慣行をつくり、先に退職する者の慰労金額を多く定めるおそれがある

　　③退職慰労金は報酬の後払的性質を有するもの

代表取締役の代表権濫用

Q代表権を濫用（権限内で自己や第三者の利益のために）した代表取締役の行為の効力は

※判例は民93条但書を類推適用するが…
A代表権の濫用は代表権の内部的制限であり、善意の第三者に対抗できない（349Ⅴ）

　　①代表権行使に濫用が許されないのは当然の前提であって、代表権の当然の制限といえる

　　②行為者は会社に法律効果を帰属させる意思があるから93条但書を類推適用するのは妥当ではなく、軽過失の相手方を保護しないことも実質的に不合理

取締役会決議のない代表取締役の行為の効力

Q取締役会決議なしに代表取締役が重要財産の処分や多額の借財（362Ⅳ）を行った場合の効力は

A取締役決議のない代表取締役の行為は、代表権の内部的制限であり、善意の第三者に対抗できない（349Ⅴ）

①法定事項であっても「重要」「多額」（362Ⅳ）は不確定の個別判断であり、相手方からすれば代表権に対する内部制限と変わらない

表見代表取締役と使用人

Q使用人が副社長の名称で取引した場合にも、表見代表規定により会社は責任を負うのか

※354条は「取締役」に名称を付した場合の規定だが…
A354条の類推適用により、会社は責任を負う

　　①354条の趣旨は、代表権を有するような外観を信じて取引した相手方を保護して、取引の安全を図るという点にある（外観保護法理）

②使用人に対して代表権を有するような名称を付した場合でも、外観を信頼した相手方保護の必要性は取締役に虚偽の名称を付した場合と差異はない

表見代表取締役と登記

Q代表取締役登記（908条1項）により、当該取締役に代表権がないことについて悪意擬制がはたらくのか

※登記をすれば善意の第三者にも対抗できるが（908Ⅰ）…

A何ら矛盾せず、悪意擬制ははたらかない

　　①代表取締役の登記は、「登記された者に代表権がある」という公示力はあるが、「代表権があるのは登記された者だけ」「登記されていない者には代表権がない」ことまでも公示するものではない

代表取締役の解職と特別利害関係

Q代表取締役の解職に関する取締役会決議において、当該代表取締役は369条2項の特別利害関係人にあたるか

Aあたる

　　①特別利害関係人を取締役会決議から排除する趣旨は、取締役の忠実義務違反を防止し、取締役会決議の公正さを担保する点にある

　　②業務執行権と代表権を有する代表取締役が、自己の解任決議にあたり、一切の私心を去って、会社に対する忠実義務に従い、公正に議決権を行使することは期待できない

職務執行の妥当性監査

Q監査役は、取締役の職務執行について適法性監査のみならず、妥当性監査もなすことができるのか

※取締役に「著しく不当な事実」があれば、監査役には報告義務がある（382Ⅱ、384）が…

A適法性を監査するのみで、妥当性を監査する職責は有しない

　　①監査役は、監督のため取締役会の出席義務はあるが、議決権はなく、業務執行の意思決定には参加しない
　　②監査役に妥当性監査を認めると、日常的な経営判断に監査役の意見を反映させることとなり、監査役の独立性と矛盾する

　　③「著しく不当な事実」に対して報告義務があるのは、取締役の善管注意義務違反として法令違反の可能性があるためである

善管注意義務と経営判断原則

Q経営判断を誤って会社に損害を与えた場合には、取締役の善管注意義務違反といえるのか

A経営判断が著しく不合理といえない限り善管注意義務違反には当たらず、著しく不合理か否かは、同業界の一般的な経営者の知見や経験を基準に、前提事実の認識に不注意な誤りがなかったか、その事実に基づく選択決定が不合理といえるか－という点から判断すべき

　　①経営判断は、不確実かつ流動的な諸要素に基づいた専門的かつ予測的な判断能力を必要とする

　　②経営判断は、利益獲得を目標とするもので一定のリスクは避けられない

③企業活動の中で取締役が萎縮することなく経営に専念するため、権限の範囲で一定の裁量を認める必要がある

役員等の第三者責任――429条1項の趣旨

Q429Ⅰは法定責任か不法行為の特則か

※役員の行為は会社の行為であり、役員が相手方と直接法律関係に立たないが…
A429条は、損害を受けた第三者を保護するために、法が特別に政策的配慮から認めた責任（法定責任説）であり、任務懈怠につき悪意重過失を立証すれば足り、加害に対する故意過失を立証する必要はない

　　①429条は、会社が経済社会において重要な地位を占め、その活動が役員等の職務執行に依存していることから、第三者を保護する必要性に着目した規定である

　　②不法行為の特則として、取締役が日常的に重大な業務執行を行わなければならないために第三者に対する責任を緩和したものと解釈するのは合理性がなく、429条が取締役以外の役員にも適用されることの説明がつかない

429条1項と間接損害

Q429条1項は間接損害（会社が損害を受けたことによって生じた損害）も対象としているか

A任務懈怠との因果関係がある限り、間接損害も賠償の対象となる

　　①429条1項は損害を受けた第三者を保護するために法が特に定めたは法定責任である

　　②直接損害と間接損害の区別は不明確
　　③429条1項の文言上も区別していない

429条1項と株主

Q429条1項の「第三者」には間接損害を受けた株主が含まれるのか

A含まれない

　　①会社が取締役から賠償を受ければ株主の損害も補填されたことになる

　　②株主に対する間接損害の場合には株主代表訴訟が用意されており、429条1項の適用を認めると当該株主の優先弁済を認めることになる

取締役の監視義務の範囲

Q取締役会に上程されていない事項についても平取締役は監視義務を負うか

A監視義務を負う

　　①取締役会は、取締役の職務執行の監督をする権限を有しており（362Ⅱ②）、各取締役は取締役会の構成員として他の取締役の職務執行について監督する義務を負っている

　　②取締役は必要と認めるときは、監督義務を迅速に果たすため、取締役会の招集権限ないし招集請求権を有している（366）

　　③監視義務を上程事項に限定してしまうと、取締役会が全く開かれない名目的な場合に監視義務そのものを否定することになってしまう

429条1項と登記簿上の取締役

Q選任決議を得ずに登記簿上取締役となっている者は429条1項の責任を負うか

※「不実の登記をした者」は登記申請者である「会社」を指すが…

A当該者が就任登記について承諾し、故意過失によって不実登記の作出に加担していたときは908条2項類推により当該取締役は登記が不実であることを善意の第三者に対抗できず、その結果として429条1項の責任を負う

　　①善意の第三者から見れば、内部事情で差異を設けるのは妥当でなく、取締役に責任を負わせる必要がある

Q退任登記未了の辞任取締役は429Ⅰの責任を負うか

※適法に辞任した以上、会社が辞任登記をするか否かの監視義務はないが…
A不実の登記残存に明示的に承諾を与えるなど特段の事情があれば、908条2項類推により当該取締役は登記が不実であることを善意の第三者に対抗できず、その結果として429条1項の責任を負う

　　①善意の第三者から見れば、内部事情で差異を設けるのは妥当でなく、取締役に責任を負わせる必要がある

事業譲渡の意義

Q株主総会の特別決議（309Ⅱ11号）を必要とする「事業の譲渡」（467Ⅰ①②）の意味は

A21条から24条までにいう「事業の譲渡」と同じ意味、つまり、①一定の事業目的のため組織化され、有機的一体として機能する財産（その財産によって営まれる事業活動を含む）の全部または重要な一部を譲渡し、これによって②譲渡会社がその財産によって営んでいた事業的活動の全部または重要な一部を譲受人に受け継がせ、③譲渡会社がその譲渡の限度に応じ法律上当然に21条に定める競業避止義務を負う結果を伴うものをいう

　　①法解釈の統一性／安定性を保ち、相手方が株主総会の特別決議が必要か否かの判断を明確にして、取引の安全の確保を図る必要がある

　　②事業譲渡を株主総会の決議事項としたのは、本来業務執行の一環として取締役（取締役会）が決定すべきものであるが、競業避止義務を負うことによって事業を行うことができなくなり、株主が期待する事業収益が得られなくなるおそれがあるからである

不公正な合併比率と合併無効の訴え

Q不公正な合併比率は合併の無効事由（828）となるのか

A合併比率の不当性そのものは無効事由とはならないが、合併承認決議が特別の利害関係を有する者による著しく不当な決議といえるときには、決議取消事由となり（831Ⅰ③）、これが無効原因となる

　　①合併比率は、株式の評価方法や会社の置かれている状況に応じて算定されるものであり、厳密に客観的正確性をもって確定することは困難である

　　②反対の株主には株式買取請求権が認められているから経済的利益が害されることにはなく、合併の対価を株式以外で行うことも認められている以上、持分比率的利益はそもそも保護されていない

　　③決議取消を無効事由としても、合併後に取引した相手方には遡求効は及ばず、合併会社は連帯して債務を負担するから（843）、債権者を害することにはならない
手形関係の原因関係への影響――原因債権への影響

Q原因債務の履行に際して手形が授受された場合、原因債権は消滅するのか

A原因債権が消滅するか否かは当事者の意思によって判断すべきであり、「支払いに代えて」なされた場合は原因関係は消滅し、「支払いのために（支払い確保のために）」なされた場合は原因関係は消滅しないが、意思が不明な場合は「支払いのために」と推定すべき

　　①手形の授受があっても手形金支払があるとは限らない

　　②原因債権が消滅しないと考えるのが当事者の合理的意思に合致する

手形関係の原因関係への影響――行使の順序

Q手形が「支払いのために」振り出され、手形債権と原因債権が併存する場合に、債権者はどちらを先に行使すべきか

Aどちらを先に行使すべきかは当事者に意思によって判断すべきであり、「支払いのために」なされた場合は手形債権を先に行使すべきであり、「担保のために」なされた場合は債権者が自由に選択できるが、意思が不明な場合は原因関係上の債務者が手形上の唯一の債務者である場合（単名手形）であって、第三者が支払担当者として記載（第三者方払）されていない場合のみ「担保のために」と推定され、それ以外の場合は「支払いのために」と推定すべき

　　①単名手形の場合は、どちらを先に行使しようと債務者の利害に関係がない
　　②第三者方払の場合は、債務者は支払担当者に資金提供している以上、まず手形で請求することを期待していると解釈するのが合理的

A原因債権を先に行使した場合には、債務者が手形債権の行使を抗弁として主張でき、手形債権の行使がない限りは、履行遅滞責任を負わない

手形関係の原因関係への影響――手形返還の要否

Q担保のために手形が振り出され、債権者が原因債権を先に行使した場合、債務者は手形と引換えの抗弁をなしうるか
A抗弁できるが、支払拒絶のみであって、遅滞責任を免れることはできない

　　①手形返還を受けられず、原因債権の消滅が人的抗弁にとどまるとるすと、弁済後に手形を取得した善意の第三者に対抗できず、二重払いの危険がある

　　②二重払いの危険を回避するための特別な抗弁であって、民533条の同時履行の抗弁とは法的性質を異にする

手形関係の原因関係への影響――消滅時効の中断

Q手形金請求訴訟の提起によって原因債権の消滅時効も中断するのか

A中断する

　　①法律上は別個の債権でも、経済的には同一の給付を目的とし、手形金請求は原因債権の支払手段として機能する

　　②原因債権の消滅時効は人的抗弁事由であり、債権者が手形債権の履行請求をしながら別途に原因債権について時効中断の措置を講じさせるのは債権者の通常の期待に著しく反する

　　③債務者が手形請求訴訟係属中に完成した原因債権の消滅時効を援用して手形債務を免れるのは不合理

原因関係の時効消滅

Q原因関係の時効消滅は人的抗弁となるのか

Aなる

　　①時効消滅も弁済と同様に債権の消滅原因である

手形理論

Q手形上の債権はいつ発生するのか

※判例は、流通におく意思で署名押印（発行）した場合とするが…

A手形の授受によってなされる契約であり、契約成立時に発生する

　　①私的自治が尊重される私法分野においては、債権債務の発生変更は当事者の契約によるのが原則であり、単独行為による発生変更が認められるのは法が特に定める場合など例外的なものに限られる

権利外観理論

Q手形の偽造／無権代理人による振り出し／制限行為能力者による振り出し／交付の欠缺／受戻なき支払いなど、すべての手形所持人に対して主張できる物的抗弁がある場合、手形所持人はまったく保護されないのか

A手形法10条の類推適用により、有効な手形債務が成立したかのような外観が存在し、その外観への作出に帰責性が認められる者は、その外観を信頼した善意無重過失の第三者に対して、外観どおりの手形債務を負う

　　①流通促進が要請される手形法において、善意無重過失の手形取得者を保護する必要がある

　　②不当補充を主張する場合と、手形債務の不成立を主張して争う場合は極めて類似する

A外観作出の帰責性は、単に署名したことでは足りず、意思によらない手形の流通を防止するために必要な注意義務を怠った場合をいう

手形意思表示

Q手形行為に錯誤があった場合、手形所持人に対して錯誤無効を主張できるのか

※判例は手形であることを認識して署名した以上、手形債務は有効に成立し、錯誤は人的抗弁とするが…

A錯誤無効を主張できるが、権利外観理論により、善意無重過失の手形取得者には対抗できない

　　①手形上の債権は契約によって成立するのであり、民法の意思表示に関する規定が排除する理由はない

手形行為独立の原則――裏書への適用

Q手形行為独立の原則（7）は裏書にも適用されるのか

※裏書は権利移転を内容とする行為であって、債務負担それ自体を内容とする行為ではないが…

A手形の流通性確保のため、裏書人にも7条が適用される

　　①7条の趣旨は、先行の手形行為が無効ならばそれを前提とする手形行為も無効になるところ、手形取引の安全と手形の流通保護のために、法が特別にその影響を断ち切るという点にある（政策説）

　　②裏書の担保的効力（15）は、裏書人の意思とは無関係に、手形の流通性確保のために法が特に認めた責任である（法定効果説）

手形行為独立の原則――悪意者への適用

Q手形行為独立の原則（7）は、先行の手形行為の無効を知っている悪意取得者にも適用されるのか

※判例は裏書人としての責任に影響を与えないとするが…

A悪意の取得者に対しては、手形行為独立の原則の適用はなく、裏書人は責任を負わない

　　①7条の趣旨は、先行の手形行為が無効ならばそれを前提とする手形行為も無効になるところ、手形取引の安全と手形の流通保護のために、法が特別にその影響を断ち切るという点にある（政策説）

　　②先行する手形行為が有効であるという外観を信じた者だけを保護すれば足りる

手形行為と利益相反取引

Q手形行為は利益相反『取引』（356Ⅰ②）に該当するのか

※既存の法律関係の延長線上でなされる単なる手段としての形式的行為にすぎないのか…

A手形行為も利益相反取引に該当する

　　①356Ⅰ②の趣旨は、取締役が会社の利益を犠牲にして自己の利益を追求することを防止し、会社の利益を保護する点にある

　　②手形行為は決済手段としてのみならず、信用授受の手段としても行われる

　　③手形行為者は原因関係上の債務とは別個の新たな債務を負担し、挙証責任の転換や人的抗弁の切断など原因関係上の債務より厳格な支払義務を負う

Q承認なしになされた利益相反行為に該当する手形行為はいかなる効力を有するか

A会社は当該取締役に対しては手形の振出の無効を主張できるが、裏書譲渡を受けた第三者に対しては、手形の振出について取締役会の承認を受けなかったことのほか、「当該手形は会社から取締役に対して振り出されたものであること＋振出について取締役会の承認がなかったこと」について第三者が悪意であったことを主張立証しなければ、振出の無効を主張できない

　　①356Ⅰ②の会社利益の保護と取引の安全の要請との調和を図る必要がある

表見代理と「第三者」の範囲

Q手形行為の直接の相手方以外の第三者も民法の表見代理規定が適用されるのか

A表見代理規定は適用されず、権利外観理論によって保護すべき

　　①表見代理規定は代理人であることの信頼を保護するものであり、通常は代理人を知らない相手方以外の第三者について正当な理由や善意無過失を判断する前提がない

　　②民法109条は「他人が第三者との間でした行為」とある

被偽造者の責任――遡及効ある追認の可否

Q被偽造者は自己の意思に基づく手形行為が存在せず、原則として手形上の責任を負わない（物的抗弁）が、追認することで遡って代行権限を与えたのと同様の責任を負うことはできるのか

A無権代理に準じて民116条類推適用により遡及効ある追認ができる

　　①被偽造者本人が責任を負うと主張するのを妨げる理由はない
　　②偽造者に欠けているのは名義人の名で手形行為をなす代行権限であり、事後に代行権限を与えることも可能

③無権代理と偽造は、いずれも無権限者による本人名義の手形の振出であり、利益状況は類似する

被偽造者の責任――表見責任の可否

Q被偽造者は民法の表見代理規定によって手形上の責任を負うのか

A表見代理規定の類推適用により、第三者が「代行権限があること」を信頼して取引した場合には責任を負う（民715条により責任を負う場合もある）

　　①偽造は無権限の代行行為であり、代理方式による手形の振出とは異なるので直接適用はできない

　　②表見代理規定の趣旨は、代理権限を有すると信頼した第三者を保護して、取引の安全を図る点にある

　　②無権代理と偽造は、いずれも無権限者による本人名義の手形の振出であり、偽造の場合にも表見代理規定の趣旨が妥当する

偽造者の責任

Q手形偽造において偽造者は手形上の責任を負うか

※無権代理人と異なり自己の名が手形面には表示されないが…

A偽造について悪意の所持人に対する場合を除き、8条類推適用によって手形上の責任を負う（民709条により責任を負う場合もある）

　　①8条の法的性質は、名義人本人が手形上の責任を負うかのように表示したことに対する担保責任である

　　②偽造の場合も、被偽造者が手形上の責任を負うべき者として表示するものであるから8条の趣旨が妥当し、代理表示の有無によって本質的な差異はない

　　③8条の趣旨は、取引の安全を図るものであるから、悪意の所持人に類推適用する余地はない

名義貸人の手形責任

Q手形行為についてのみ名義使用の許諾がある場合、14条により名板貸人は手形上の責任を負うのか

※判例は、「営業」には単なる手形行為は含まれないとして、名板貸責任を否定するが…

Ａ名義使用の許諾を与えた者は、14条類推適用により責任を負う

　　①14条／会9条の趣旨は、名板貸人を営業主体と誤認して名板借人と取引した相手方を保護して取引の安全を図ることにある

　　②手形行為に対する名義使用の許諾は、取引行為の主体が第三者であると誤認するような取引上の外観が客観的に存在する点で14条の趣旨が妥当する

変造前の署名者の責任

Ｑ変造前の署名者が、変造後の文言に従って責任を負うことはあるのか

※変造前の署名者は「原文言に従って責任を負う」（69）のが原則だが…
Ａ手形法10条の類推適用により、不用意な余白や抹消されやすい記載など変造後の外観作出に帰責性が認められる場合には、その外観を信頼した善意無重過失の第三者に対して、変造後の文言に従って責任を負う
　　①不用意な余白や抹消されやすい記載を自ら作出した場合には、不当補充を主張する場合と類似する

変造者の責任

Ｑ変造者が手形に署名しない場合には、変造者は責任を負うのか

Ａ偽造者と同様に8条類推適用により責任を負う

　　①他人の署名を冒用して手形行為を完成させることは、手形偽造の一態様である

受取人欄の無権限変更と69条

Ｑ受取人欄の変更があった場合、変造後の取得者は変造前の振出人に対して裏書の連続を主張できるのか

Ａ裏書の連続を主張できる

　　①受取人の記載は手形債務の内容を決する手形要件であり、この無権限変更は変造にあたる

　　②69条は、変造があってもいったん有効に成立した手形債務の内容には影響を与えないことを明らかにしたものであり、原文言の記載が現実に残存するものとみなす趣旨ではない

裏書の連続――判断基準

Q裏書の連続の有無は以下に判断すべきか

A手形の記載から形式的外形的に判断すべきであるが、裏書人と直前の被裏書人の記載は完全に一致する必要はなく、社会通念上同一人と認められればよい

　　①裏書の連続により認められる資格授与的効力は、裏書の連続という外形的事実に着目するものである

　　②厳格な一致を求めると、かえって手形取得者の保護や手形取引の安全が害される

Q記載それ自体が多義的で個人表示か代理表示か不明な場合はいかに判断すべきか

A最初から2つの記載を比較対照して一致するかを判断し、その際には社会通念によりできる限り裏書の連続を肯定すべきである

　　①記載自体が多義的である以上、2つの記載を切り離して内容を確定することはできない

被裏書欄の記載のみの抹消と裏書の連続

Q被裏書欄の記載のみが抹消された場合、裏書の連続は認められないのか

※裏書が全体として抹消されたとみれば、裏書の連続は否定されるが…

A白地式裏書になるとみるべき

　　①裏書の連続は手形の記載から形式的外形的に判断すべきであり、被裏書人のみの抹消は、被裏書人の記載がないと見るのが自然

　　②抹消者の合理的意思は、抹消部分だけを取消して裏書署名を残す趣旨といえる

　　③不正取得者が被裏書人の記載を抹消することで形式的資格を作出する危険はあるが、不正利用の危険は偽造の場合も妥当する以上、特にこの場合に重視すべきものではなく、刑事責任や不法行為責任で対処すべき

裏書の不連続と権利行使

Q裏書の連続を欠く手形の所持人は手形上の権利を行使できないのか

A自己の実質的権利を証明すれば手形上の権利を行使でき、不連続部分について実質的権利移転の事実を証明すれば資格授与的効力も認められる

　　①16条1項は、手形取引の安全を図るために所持人に形式的資格を与え、その権利の推定をするものに過ぎず、手形上の権利行使の要件ではない

　　②相続や合併など実質的には権利移転があっても、形式的には裏書が連続していない場合もある

　　③裏書の連続による資格授与的効力は、個々の裏書の有する資格授与的効力の集積であり、裏書の不連続によりその前後の裏書が有する資格授与的効力がすべて破壊される理由はない

善意取得の適用範囲

Q善意取得（16Ⅱ）によって治癒される瑕疵は譲渡人の無権利に限定されるのか

※民法の即時取得（192）に由来するものとすれば、前主の無権利が前提だが…

※「前項の規定によりその権利を証明するとき」は、譲渡人の形式的資格を信頼した場合とも読めるが…
A譲渡人の無権利に限定されず、制限行為能力／意思無能力／無権代理／偽造／人違いなど譲渡行為の瑕疵にも及ぶと解すべき

　　①前者の無権利も裏書行為の瑕疵も手形面からは判別できず、手形取引の安全を図る上で、両者を区別する理由はない
　　②譲渡行為の瑕疵が治癒されたとしても、瑕疵ある手形行為をした者は自己の手形上の責任については物的抗弁を主張できるから、民法規定の趣旨が没却されるものではない

　　③「前項の規定によってその権利を証明するとき」の主語は所持人であり、所持人自身が形式的資格を持つ場合を指す、つまり、所持人の形式的資格は善意取得の効果主張要件であると解釈できる

　　④「事由のいかんを問わず」とあり、これは占有喪失原因のみならず、無権利者からの譲り受けに限定されない趣旨をも示している

A裏書が不連続の場合は、裏書不連続部分について実質的な権利移転を証明し、所持人が形式的資格を得ることで善意取得が可能となる

戻裏書の法的性質

Q戻裏書はいかなる法的性質をもつものか

※裏書前に有していた地位が回復するとも思えるが…
A戻裏書を受けた者は、裏書人から権利を承継的に取得する

　　①戻裏書も裏書であって、裏書の本質は債権譲渡である

　　②地位の回復とすると、中間裏書人に人的抗弁が存する場合に戻裏書を受けた者に害意があっても、抗弁が切断されることになりかねない

隠れた取立委任裏書の法的性質

Ｑ取立委任の目的を有しながら、その旨の文言を付加せず、通常の譲渡裏書をなした場合、手形上の権利は被裏書人に移転しているのか

※実質的に見れば、手形上の権利移転はないともいえるが…

Ａ手形上の権利は信託的に被裏書人に移転し、取立委任の合意は当事者間の人的関係にすぎない

　　①取引の安全や流通保護が重視される手形関係においては、外形から判断できない事情で権利関係を決定するべきではない

Ｑ手形債務者は、裏書人に対する人的抗弁を被裏書人に対抗できないのか

※手形上の権利が移転している以上、17条が適用されるはずだが…
Ａ被裏書人に害意がなくとも、手形債務者は裏書人に対する人的抗弁を被裏書人に対抗できる

　　①被裏書人は裏書人のために取り立てをする者に過ぎず、人的抗弁の制限を受けるべき固有の経済的利益はない

　　②裏書人が人的抗弁の対抗を回避するために、隠れた取立委任裏書を利用することを認めるのは不合理

人的抗弁の切断と害意の意義

Q「債務者を害することを知りて」（17）とはいかなる意味か

A【1】所持人が手形の取得時において【2】満期または権利行使時において【3】債務者が所持人の前者に対して抗弁を主張することが確実と認識している場合―を指す

　　①17条の趣旨は、抗弁が承継するのが債権譲渡の一般原則であるところ、手形の流通促進と取引の安全を図るために、政策的に人的抗弁の切断を認めたものであるから、害意の認定時期は取得時とすべき

　　②満期や権利行使時において抗弁事由が存在するのは当然のことだが、手形取得時において抗弁事由がまだ発生していない場合や、抗弁事由が存在していも行使するかどうかが不明な場合であっても、抗弁の主張が確実と認識して取得していれば、当該第三者に対して取引安全のための保護を与える必要はなく、「債務者を害することを知って」といえる

人的抗弁の切断と善意者介在後の悪意者

Q手形所持人が人的抗弁につき害意をもって手形を取得した場合、前者が善意であったときでも悪意の抗弁の対抗を受けるのか

A手形所持人が抗弁の切断された権利を承継し、悪意の抗弁の対抗を受けない

　　①17条の趣旨は、抗弁が承継するのが債権譲渡の一般原則であるところ、手形の流通促進と取引の安全を図るために、政策的に人的抗弁の切断を認めたものである

　　②善意の前者により人的抗弁が切断される結果、後者は「きれいな権利」を取得することになる

③相対的に人的抗弁の有無を捉えると、法的安定性を害する

　　②相対的に人的抗弁の有無を捉えると、善意者の手形処分の機会が制限される

戻裏書と人的抗弁

Q人的抗弁の対抗を受ける悪意者が、善意者を介在させて戻裏書で権利を移転させた場合、人的抗弁の対抗を受けるか

※戻裏書も裏書であって、裏書の本質は債権譲渡であるとすれば、善意者により抗弁は切断されるが…
A人的抗弁の対抗を受ける

　　①戻裏書の被裏書人が譲渡前より有利な法的地位を取得しなければならない理由はない

　　②17条の趣旨は、抗弁が承継するのが債権譲渡の一般原則であるところ、手形の流通促進と取引の安全を図るために、政策的に人的抗弁の切断を認めたものであるが、悪意であった戻裏書の被裏書人を保護しなくとも、他の手形関係者に影響をあたえず、手形の流通確保に資するものではない

　　③人的抗弁は人に付着するものであって、手形上の権利を再取得しても消滅することはない

融通手形の抗弁

Q単に金融を得させるためだけに振り出した融通手形の満期までに、被融通者が振出人に資金提供しなかった場合、振出人は取得者からの手形金支払を拒むことはできるのか

A融通手形の抗弁は人的抗弁であり、「害することを知って」といえるには、融通手形であることの認識では足りず、振出人が何ら手形上の債務を負担しない当事者間の特段の合意があり、その合意の存在をしって手形を取得した場合など特段の事情が必要

後者の抗弁

Q手形所持人が裏書人との原因関係が消滅しながら手形を所持し続け、振出人に対して手形金の支払を請求した場合、振出人は請求を拒むことはできるのか

※手形行為は無因行為であるから所持人は手形上の権利者といえ、人的抗弁の個別性から振出人は裏書人の人的抗弁援用することはできないが…
A権利濫用であり支払請求は認められない

①手形所持人は手形を保持すべき正当な権原がなく、権利行使の実質的理由がない

二重無権の抗弁

Q振出人－受取人の原因関係が消滅し、裏書人－被裏書人の原因関係も消滅した場合、所持人は手形を返還せずに振出人に手形金の支払を請求した場合、振出人は請求を拒むことはできるのか

※手形行為は無因行為であるから所持人は手形上の権利者といえ、人的抗弁の個別性から振出人は裏書人の抗弁を援用することはできず、悪意の抗弁が成立しない限り振出人の人的抗弁も対抗できないが…
A振出人は手形振出の原因関係消滅の抗弁をもって所持人に対抗できる

　　①17条の趣旨は、抗弁が承継するのが債権譲渡の一般原則であるところ、手形の流通促進と取引の安全を図るために、政策的に人的抗弁の切断を認めたものである

　　②所持人は手形を返還しなければならない立場にある以上、何ら経済的利益を有せず、人的抗弁切断の利益を享受すべき地位にはない

受戻しなき支払

Q振出人が手形を受け戻さずに手形金を弁済した場合、当該手形を取得した者の支払請求を振出人は拒むことはできるのか

A受戻しなき支払は物的抗弁となるが、権利外観によって責任を負う可能性がある

　　①民法上、弁済は債務の消滅原因であり、手形債務は消滅すると考えられる

　　②39条1項は「交付すべきことを請求することができる」とあり、手形の受戻しは手形債務者の権利であって、弁済の効力発生要件ではない

40条3項の適用範囲

Q善意支払（40条3項）は、最終被裏書人と所持人との同一性／所持人の支払受領能力／所持人の受領権限の欠缼がある場合にも適用されるのか

A手形外の事実についても適用される

　　①40条3項の趣旨は、権利の外観への信頼を保護して、手形の円滑な決済を図るという点にある

　　②実質的無権利者であっても、同一性の欠缼等であっても、手形面上から知りえない事情であることに相違はなく、手形の円滑な決済という観点から区別する合理的理由はない

裏書不連続手形と善意支払

Q裏書が不連続の場合、所持人が実質的権利移転を証明したと信じて支払った場合でも、手形債務者は責任を免れることはないのか

A所持人の証明が客観的にもっともであり、支払った者がそれを信じるについて重過失がない場合には、40条3項を類推適用すべき

①40条3項は「裏書の連続の整否を調査する義務」を課しており、裏書が不連続の場合には同条項を直接適用することはできない
②支払った手形債務者が一切保護されないと、手形の円滑な決済を図るという40条3項の趣旨が没却される

善意支払と調査義務の範囲

Q支払いをなす者は、手形要件の具備の有無／自己の署名の真偽／最終被裏書人と所持人との同一性／所持人の支払受領能力／所持人の受領権限について調査義務を負うのか

※40条3項から裏書人の署名を調査する義務を負うことはないが…

A形式面の調査といえるもの（手形要件の具備／自己の署名の真偽）は調査義務を負うが、実質面の調査といえるもの（同一性など）は調査義務を負わない

　　①手形面上から知りえない事情について調査義務を課すと、支払いの迅速性が害される

善意支払の調査義務と調査権

Q調査義務のない事項についても、債務者には調査する権利が認められるのは

※調査義務を負う事項については、調査しなければ二重払いの危険を負うため、調査権を有するが…

A裏書人の署名の調査については調査権はないが、最終被裏書人と所持人の同一性／所持人の支払受領能力／所持人の受領権限については調査権が認められる

　　①裏書人の署名の真偽については、支払をなす者が調査の名を借りて支払を遅らせるおそれがあり、手形決済の迅速の要請に反する

　　②被裏書人と所持人の同一性等については、所持人に挙証責任があり、証明が容易であるから、支払いを遅らせる弊害は少ない

40条3項の悪意重過失の意義

Q善意支払における「悪意重過失ない限り」とは、所持人が無権利者でないことについて知っている、ないし知らなかったことについて重大な過失がある場合をいうのか

A無権利者であることを容易に証明して支払いを拒めるのにあえて支払ったこと／それについて重過失があったことを意味する

　　①手形債務者は、善意取得の場合と異なり、挙証責任の負担のもとで支払を強制される立場にある

　　②無権利者であることを知っているが十分な立証手段を持たない場合にも、悪意として支払拒絶を強制することは、勝訴の見込みがない訴訟に引き込まれる危険を真の権利者のために負わなければならず、手形取引の安全を害する

Ａ最終被裏書人と所持人の同一性等については、通常の意味の悪意重過失を意味する

　　①同一性等の事項は、所持人の実質的無権理を証明するのと異なり、立証が容易である

　　②同一性等の事項は、形式的資格の効力は及ばず、本来的には所持人が証明すべきものである

40条2項と16条2項の関係

Ｑ満期前に支払いをなす者は、所持人の無権利について善意無重過失であれば免責されうるのか

※40条2項は、「自己の危険において」支払いをなすものとしているが…

※支払いではなく戻裏書で同様の行為を行えば、16条2項（善意取得）の余地があるが…

Ａ満期前支払にも16条2項が類推適用され、悪意重過失がない限り、無権利者に対する支払いは有効であって、真の権利者に対しては責任を負わない

　　①満期前の裏書による手形取得も、満期前の支払による手形返還も、実質的には手形取得であることに変わりない

　　②40条3項の善意無重過失と、16条2項の善意無重過失は内容が異なるため、類推適用を認めても40条2項が空文化することはない

支払呈示期間経過後の支払場所

Ｑ支払場所が記載されている場合、支払呈示期間経過後も支払場所において支払がなされるべきか

Ａ支払場所の記載は無効となり、支払地内における主たる債務者の営業所／住所で支払がなされる

　　①手形は支払呈示期間内における手形金額の支払を建前とし、支払場所の記載も正常な経過における支払を前提としてなされるものと解するのが、当事者の意思に合致する
　　②支払場所で支払うものとすれば、手形債務者は、手形上の権利が時効消滅するまで、いつ現われるかわからない手形所持人の支払の呈示にそなえて、常に支払場所に資金を保持していることを要することになり、不当に資金活用が阻害される
　　③支払地の記載は、裁判籍決定の基準となるなど、手形上の権利義務の内容を構成しており、金銭授受のための技術的要請に基づく支払場所の記載と同一に考える必要はない

利得償還請求権の発生要件

Ｑ利得償還請求権（85）は、原因関係上の債権が存在する場合にも、発生するのか

※判例は、原因関係上の債権の不存在を発生要件とするが…

Ａ利得償還請求権の相手方である手形債務者に対する手形上の権利が消滅すれば足りる

　　①利得償還請求権は、手形上の債権が、短期消滅時効や遡求権保全手続の懈怠により消滅した場合に、手形上の権利を失った手形債権者と、利得を得た手形債務者の公平を図るために認められた制度である

　　②利得償還請求権は、手形上の権利が請求の相手方や請求金額の点で縮減した、手形上の権利の変形物である

　　③原因関係上の債権を含めて他の手形債務者に対する権利が残っている場合でも、その債務者が無資力であるときは所持人を保護する必要がある

白地手形と無効手形の区別

Q白地手形と無効手形の区別はいかになされるのか

A補充権の有無で区別され、補充権は白地手形行為者と相手方との合意によって付与される

　　①白地手形と無効手形は外観によって区別できず、その区別は手形作成者の意思に求めるほかない

　　②手形外の事実で区別されても、補充権付与の推定や権利外観理論によって善意の第三者を保護できるから取引の安全を害するとはいえない

満期白地手形の補充権の消滅時効

Q手形上の請求権は満期の日から3年で時効にかかる（70Ⅰ）が、満期が白地の場合は補充権の消滅時効の期間／起算点はどうなるのか

A振出の時（補充権を行使できるとき）から5年の消滅時効にかかる

　　①補充権は形成権たる性質も有するが、補充権授与契約は「手形に関する行為」（商504④）に準ずるものというべきであり、手形法が特に短期消滅時効制度を設けていることを勘案すれば、商法522条を類推すべき

白地手形の不当補充――10条の適用範囲

Q未補充の手形を取得した者は10条によって保護されるのか

※10条は「予めなした合意と異なる補充をした場合においては、その違反は所持人に対抗することができない」とあり、不当補充後の取得者を前提としているようにも読めるが…
A10条により保護される

　　①10条の趣旨は、外観を信頼した者を保護することで白地手形取引の安全を図る点にある

　　②不当補充後の取得者と、補充権の内容を信頼して取得した者とを区別する合理的理由はない
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